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周産期疾患

小児難治性疾患生殖補助医療

生命倫理

母子保健

児童福祉

次世代を担う子どもの健全育成等を支援するための社会基盤整備に関する
大規模な科学研究を加速度的に推進する

成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（仮称）

「子どもを産み、育てることに喜びを感じることができる社会」
「子どもが健康に育つ社会」を実現し、

さらに次世代に繋がる健全なライフサイクルを循環させるための
政策決定に資する研究を戦略的に実施

各種成育疾患の克服

母子保健医療水準の向上

関係分野との有機的連携の構築

社会的価値観の合意形成

 
 

【研究の方向性】
○諸外国の生命倫理にかかる制度的枠組みについて、宗教・歴史・文化的背景や医療水準・社会状況の
変化等も考慮して実態把握した上で比較検討し、日本における適用の可能性について検討。

○小児の難治性疾患についてインフォームド・コンセント、サポート体制等について、日本の実情に即した
在り方を検討。

○生命倫理上の課題について合意形成を図るための手法の検討。

【現状と課題】
○生殖補助医療技術が発展する一方で、倫理的・法的な課題が山積している。

（例：代理懐胎、第三者による配偶子提供、配偶子バンク、生殖細胞の研究利用等）
○着床前診断・出生前診断・減数手術・胎児治療などが一部医療機関で実施され、これらの適応拡大
を望む意見も存在するが、社会的な合意形成には至っていない。

【研究の方向性】
○近日中に公示予定の「生殖補助医療研究に関する倫理指針（仮称）」を踏まえ、ヒト胚作成を伴う研究（受
精、胚発生・発育、着床メカニズム等の解明と臨床応用）を推進し、生殖補助医療の向上を図る。

○生殖補助医療出生児の長期フォロー、胚培養液の安全管理に関する研究等を実施。

【現状と課題】
○わが国では、約５０万の不妊症夫婦、約８万の不育症夫婦が存在し、不妊・不育症治療へのニーズは
年々高まっている（年間の体外受精件数は１４万件）が、不妊症・不育症のメカニズムの全貌は未解明。

○患者がどこでも安全で標準的な不妊症・不育症治療を受けることができるよう、病態解明や治療法の開
発・標準化が望まれている。

○体外受精により出生した児にインプリンティング疾患などの健康影響が懸念されており、患者と児の長期
予後について継続的なデータ収集・解析が課題。

○国会において、非配偶者間配偶子提供等の生殖補助医療に関する新規立法に向けた検 討が進められ
ており、実施体制整備やガイドライン整備のための研究推進が不可欠。

生殖補助医療 ～子どもを望む夫婦へ、次世代に繋がる安全な医療を提供するために～

生命倫理 ～社会的価値観の合意形成への模索～

 
 

 

 


